


（２）令和３年 １ １ 月１日

議案名

一般会計（第６号）
令和３年度
補正予算

　※　北野正徳議員は、７月臨時会を欠席したため、採決に加わっていません。

議案名

下水道事業会計未処分利益剰余金の処分令和２年度
決算等
※１ 下水道事業決算

一般会計（第10号）令和３年度
補正予算
※１ 一般会計（第11号）

基金条例の一部改正

条　　例
※１

過疎地域等における固定資産税の課税免除及び
不均一課税に関する条例の一部改正

特定個人情報の保護等に関する条例の一部改正

職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正

固定資産評価審査委員会条例の一部改正

ひうみ町の設置に伴う関係条例の整理に関する
条例制定

地区計画の区域内における建築物に係る制限に
関する条例の一部改正

江迎特別養護老人ホーム条例を廃止する条例制
定

高齢者生活福祉センター条例の一部改正

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の
運営に関する基準を定める条例の一部改正

学校給食に関する条例制定

市立幼稚園条例の一部改正

工事請負契約締結（前畑崎辺道路道路改良（第
１トンネル）工事）一　　般

※１ 工事請負契約締結（東山手上部線道路改良（橋
梁）工事）

議案名

工事請負契約締結（佐世保港三浦地区岸壁（－
5.5ｍ）改修工事）

一　　般
※１

工事請負契約（変更契約）締結（前畑崎辺道路
道路改良（トンネル）工事）

市有財産無償譲渡（佐世保市江迎特別養護老人
ホーム老福荘等建物）

市有財産無償譲渡（鹿町町工場適地建物）

市有財産取得（高規格救急自動車２台）

市有財産取得（小型動力ポンプ付多機能車３台）

市有財産処分（佐世保市江迎特別養護老人ホー
ム老福荘等敷地）

市有財産処分（鹿町町工場適地）

町の区域及び名称変更

公有水面埋立てに関する意見（俵ヶ浦地区公有
水面埋立て）

過疎地域持続的発展計画策定

令和３年度一般会計補正予算（第７号）市長専
決処分報告

報　　告
※１

令和３年度一般会計補正予算（第８号）市長専
決処分報告

令和３年度一般会計補正予算（第９号）市長専
決処分報告

教育委員会委員任命

人　　事
※１

固定資産評価審査委員会委員選任

人権擁護委員の候補者推薦（５件）

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税
財源の充実を求める意見書

意 見 書
※１



令和３年 １ １ 月１日（３）

○：賛成、×：反対、△：一部反対又は賛成

議決

結果

市政歩み共産公明市民自民
　　　　　会派名及び所属議員名

議案名　　　　　　　　　　　　

山下　廣大宮田　京子小田　徳顕森田　　浩
宮島　武雄
佐藤　文子
大塚　克史

柴山　賢一
松尾　俊哉
久野　秀敏
永田　秀人
小野原　茂
古家　　勉
山下　隆良

湊　浩二郎
山口　裕二
崎山　信幸
林　　健二
草津俊比古
長野　孝道
松尾　裕幸
市岡　博道
※２田中　稔

大村　哲史
田山　藤丸
鶴　　大地
 田隆一郎
橋之口裕太
久保　葉人
萩原　　活
※１北野正徳
永安　健次

可決○○×○△○
水道事業会計未処分利益剰余
金の処分令和２年度

決 算 等
※１ 認定○○×○△○水道事業決算

［賛　否］△：永田秀人議員と古家勉議員は反対、他の５名は賛成

［会派名］自民＝自民党市民会議、市民＝市民クラブ、公明＝公明党、共産＝日本共産党、歩み＝歩みの会、市政＝市政会

　※１：今定例会中、北野正徳議員は欠席したため、全ての採決に加わっていません。

　※２：田中稔議長は採決に加わりません。

［参　考］今回議決した意見書以外の議案は、市長により提案がなされたものです。

　令和２年度企業会計における経営状況は次のとおりです。
　　　▼水道事業業　　　　　　　　　　　　　▼下水道事業
　　　　事業収益　　　62億2,342万円　　　　 事業収益　　　47億　385万円
　　　　事業費用　　　57億　375万円　　　　 事業費用　　　45億6,892万円
　　　　（純利益）　　　５億1,967万円　　　　（純利益）　　　１億3,493万円

補正額 ９億4,474万円の増補正額　９億4,474万円の増額
　（補正後の一般会計予算額）1,233億6,977万円
≪補正の主な内容≫
【商工費】飲食店営業時間短縮要請協力金給付事業費９億4,474万円の増額

補正額 21億3,031万円の増補正額　21億3,031万円の増額
　（補正後の一般会計予算額）1,224億2,503万円
≪補正の主な内容≫
【総務費】庁舎管理経費など5,370万円の増額
【民生費】公的介護施設整備補助事業費など１億1,447万円の増額
【衛生費】新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費など８億7,628万円の増額
【農林水産業費】市単独農業施設整備助成事業費など3,904万円の増額
【商工費】受注促進支援事業費250万円の増額
【土木費】過疎対策事業費など６億9,748万円の増額
【港湾費】港湾施設改良費800万円の増額
【教育費】立神広場整備活用事業費1,444万円の増額
【災害復旧費】土木施設災害復旧費など３億2,440万円の増額

補正額 １億5,508万円の増補正額　１億5,508万円の増額
　（補正後の一般会計予算額）1,183億6,899万円
≪補正の主な内容≫
【商工費】安全・安心な飲食店営業活動支援事業費１億5,508万円の増額



（４）令和３年 １ １ 月１日



令和３年 １ １ 月１日（５）



（６）令和３年 １ １ 月１日

一般質問は、市が当面する諸問題について、質問や提言を行うものです。令和３年９月定例問や提言を行うものです。令和３年９月定例会会

は、18人の議員が行いました。質問項目の一部を掲載していますが、一般質問の全体の模様はを掲載していますが、一般質問の全体の模様は、、

市議会ホームページのインターネット中継（録画中継）でご覧になれます。画中継）でご覧になれます。

［　　　］内には、質問と答弁時間の合計を記載しています。載しています。

医療機関における患者用通信環境
の充実について 自民党市民会議　　 永安 　 健  次 ［40分］

ながやす けん じ

問問　公共の場における通信環境の充実が進む中、医療
機関においても患者用Ｗｉ－Ｆｉの環境整備が求めら
れています。そこで、市内の医療機関における患者用
Ｗｉ－Ｆｉの整備状況と、国の支援とは別に、市とし
ても医療機関の通信環境の整備を促進するため、補助
金等による支援を行うことができないか伺います。
答答　一般病床や療養病床を50床以上保有する市内17の
医療機関を対象にＷｉ－Ｆｉの設置状況を調査した結
果、入院患者向けでは８病院がＷｉ－Ｆｉを設置済み
か設置予定であり、そのうちの４病院が入院と外来両
方の患者向けとされています。また、佐世保市総合医
療センターでは、令和３年度に整備される予定と伺っ

ており、各病棟のほか、１階から２階の各外来の待合
フロアなど、患者さんが立ち寄られるスペースにおい
て、使用が可能となる見込みです。
患者用Ｗｉ－Ｆｉの整備に係る市としての支援につ
いては、医療機関におけるサービス提供の範疇である
ため、各医療機関において整備するかどうかの判断を
されるべきと認識しています。一方で、医療行為の支
えとなる患者への精神的ケアや、患者サービスの向上
につながる側面もあることから、申請期限が迫ってい
る国の補助制度の継続に向けた働きかけなど、可能な
範囲で支援に取り組んでいきます。

市立学校の特別教室の空調整備について
市民クラブ　　 松  尾 　 俊  哉 ［30分］

まつ お とし や

子どもたちの暮らしと学びを守る
取組について 自民党市民会議　　 田  山 　 藤丸  ［30分］

た やま ふじまる

問問　新型コロナウイルス感染が収まらない中で、本市
の小中学校などでは新学期が始まっていますが、最近
のデルタ株は特に感染力が強く、子どもたちへの感染
事例も急増し、学校へ登校させるかの判断を含め、保
護者の心配は尽きない状況です。本市でも９月１日以
降、既に学級閉鎖、学年閉鎖や学校でのクラスター感
染が発生しました。そこで、感染が拡大し、学級閉鎖
や一斉休校を余儀なくされる場合を含め、新型コロナ
ウイルスの感染拡大防止と学びの保障の両立について、
今後の方針を伺います。
答答　市立中学校でのクラスターが確認された直後の９
月10日には、感染の不安等で登校を控えている児童生

徒は全体の0.9％、184名に上りました。このような状
況の中、感染防止対策と学びの保障の両立は、緊急か
つ重要な課題と認識しています。子どもや保護者の不
安については、家庭の意向を確認しながら安心して過
ごせるよう配慮し、家庭でも学びの保障ができるよう、
学年の発達段階や学びの特性に合わせ、様々な手法を
組み合わせた、きめ細かな学習支援を全ての学校で
行っています。今後も、児童生徒の発達段階や家庭環
境等に鑑み、一人一台端末を使った学習と紙媒体を
使った学習を効果的に組み合わせながら、感染拡大防
止と学びの保障を両立させていきます。

問問　市立学校においては、一昨年度末までに、一般教
室や図書室への空調整備が行われましたが、音楽室を
含めたその他の特別教室は、空調整備が全くなされて
いません。音楽科の授業では、歌う・楽器を演奏する・
鑑賞するなど、全てが音を伴うため、一般教室での授
業は困難な状況であり、夏場の授業や部活動は、空調
がない劣悪な環境下で行われています。児童生徒の安
全面や、市民の財産でもある楽器の適切な管理の面か
らも、音楽室への空調整備は喫緊の課題と考えますが、
本市の考えと今後の対応について伺います。
答答　特別教室への空調整備については、普通教室及び
図書室への整備を計画した当初、図書室以外の特別教

室へも、国の補助制度を利用した設置を検討しました
が、工期に余裕がなく断念したいきさつがあります。
音楽の授業は、合唱など音を伴うため、防音機能が
整っていない普通教室では難しいこと、コロナ禍にお
いて授業時はもちろん、合唱を行う際にもマスクをつ
けなければならないことを考えると、児童生徒及び教
職員の健康面に配慮した学びの環境を整える必要から、
音楽室の空調整備は喫緊の課題と認識しています。今
後、関係部局とも協議を行いながら、音楽室の空調整
備の早急な実現に向けて検討していきます。

その他の質問　▼道路植栽の適正管理と環境美化について

その他の質問　▼郵便局との包括連携による取組について

その他の質問　▼地域介護予防活動支援事業について



令和３年１ １ 月１日（７）

佐世保市の新型コロナの出口戦略
について 自民党市民会議　　  　 

すみ

 田 　 隆  一  郎 ［30分］
だ りゅう いち ろう

本市の子ども医療制度について
公明党　　 宮  島 　 武  雄 ［40分］

みや じま たけ お

土地利用規制法について
日本共産党　　 小  田 　 徳顕  ［20分］

お だ のりあき

今後の医療体制について
自民党市民会議　　 市  岡 　 博  道  ［40分］

いち おか ひろ みち

問問　医師等医療従事者の確保については、平成24年度
から県要望が行われていますが、多くを期待すること
は難しいように思います。また、市独自の施策として
ＵＪＩターン事業などに取り組んでいますが、残念な
がら際立った成果にはつながっていません。これらの
取組は継続しつつも、人材の育成や流出防止のための
就学支援（奨学資金）や、開業を希望する医師への資
金援助、並びに西九州させぼ広域都市圏の関係市町と
協調して、医療従事者の確保等の取組ができませんか。
答答　本県は多くの離島や中山間地域を抱える事情など
から、課題の解決は極めて難しく、佐世保県北医療圏
内における医師の状況は、診療科目による偏在も含め、

必ずしも充足しているとは言い難い状況です。本市で
は、市独自の施策として、市医師会のご協力の下、医
師確保事業に取り組んでいますが、さらなる取組強化
の必要性を感じており、議員ご提案の人材育成や開業
支援策についても、積極的に検討したいと考えていま
す。また、これまでの佐世保県北医療圏に加え、広域
都市圏における関係市町それぞれの強みを生かしなが
ら、各医療機関の協力の下、地域内で人材を育成でき
る仕組みづくりや、医師の定着につながる取組の検討
を関係市町に呼びかけていきたいと考えています。

問問　佐世保市の新型コロナの出口戦略を、感染状況の
現状把握と、これまでの施策の成果と弊害を総括し、
市民の不安の解消と、安全安心な生活を取り戻すため
に具体的な対策として示してください。市民に一番近
く、市民の不安を一番感じるべき立場から、国、県の
指示を待つことなく準備していることを市民に示すべ
きです。飲食店対策や家庭でできる対策と、子どもの
健康を守るため、マスクの適宜適切な着用と子どもへ
のワクチン接種の考え方についても示してください。
答答　感染症対策としては、状況に応じた適切なマスク
の着用や手指消毒などの基本的な感染対策を引き続き
お願いするとともに、切り札と言われているワクチン

接種を推進していくほかないと考えています。接種の
進め方には、同調圧力が生まれないような配慮が必要
であり、若年層への接種に関しては、本人と保護者の
意思確認が大切であるため、本市医師会と連携を図り、
しっかりと取り組んでいきます。また、本市における
コロナからの出口戦略として、ワクチン接種率の向上
に取り組み、政府が検討している行動制限緩和のロー
ドマップに沿って、ワクチン・検査パッケージの活用
を検討していきます。一方で、経済活性化策との両立
も不可欠ですので、ながさきコロナ対策飲食店認証制
度の活用を含め、人流の回復を踏まえた消費喚起策、
経済活性化策について検討していきます。

問問　今年６月に成立し、公布された土地利用規制法に
おいては、自衛隊基地や米軍基地等の重要施設周辺の
土地利用が規制され、罰則も定められています。本市
においてはそのような施設が多く所在していますが、
同法による調査等の対象となる注視区域の指定につい
て、防衛省からの情報提供や問合せなどはありました
か。また、注視区域に指定された場合、多くの物件が
規制の対象になると想定されますが、不動産取引など
の市民生活に与える影響についてどう考えていますか。
答答　お尋ねの「重要施設周辺及び国境離島等における
土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法
律」は、現時点ではまだ施行されていませんが、同法

の規定により、まずは国において基本的な方針を定め
ることとされています。基本方針が定められた後でな
ければ、地方自治体に対する情報提供等は行われない
と考えますが、国においては、防衛省からそのような
行為が行われることはないものとされています。また、
特別注視区域として指定された場合に不動産取引にお
いて必要となる事前届出については、現在でも法令で
各種届出等が求められていることからすると影響は大
きくなく、規制されるのは防衛施設の機能阻害行為等
であることから、注視区域においては結果的に市民の
安全安心が高まるものと思われます。

問問　子どもの医療費を助成する福祉医療制度について、
これまでも拡充が図られてきていますが、コロナ禍で
経済状況が悪化する中、子育ての負担軽減を図り、子
どもの未来に希望を創るような、さらなる制度の拡充
見直しが必要です。現在の一部負担となっている乳幼
児の医療費を無料にすることや、小中学生の助成方式
を償還払いから現物給付へ改めることはできませんか。
また、成長過程においては様々な疾患を抱えることも
あることから、制度の対象を高校生まで拡大できない
のか伺います。
答答　子どもの医療費は重要な政策課題と捉えており、
負担軽減のための施策に取り組んでいますが、福祉医

療制度は国の制度ではないため、自治体間で格差が生
じています。全ての国民が安心して子どもを産み育て
られる環境を保障するのは国の責務であると考えてお
り、全国市長会等を通じ、子どもの医療や医療費の無
償化に係る全国一律の制度の創設を要望しています。
高校生の医療費についても負担の大きい一部世帯等を
対象に市独自の助成を行っていますが、持続可能な制
度設計という観点から、これまでの取組の効果検証や
市民ニーズの把握を行い、事業・施策間の連携など、
有効性の高い方策について研究を進めていきます。

その他の質問　▼障がい者に対する虐待について

その他の質問　▼職員の人員体制について▼行政体制に 
ついて

その他の質問　▼本市のコロナ禍における経済対策につ 
いて



（８）令和３年 １ １ 月１日

保育・教育現場における
コロナ感染症対策について 歩みの会　　 宮  田 　 京子  ［20分］

みや た きょうこ

新型コロナウイルス感染症対策
について 自民党市民会議　　 崎  山 　 信  幸  ［40分］

さき やま のぶ ゆき

感染対策に着眼したＩＣＴ活用に
ついて 自民党市民会議　　 鶴 　　 大  地 ［40分］

つる だい ち

・ＢＹＯＤ（BrinＢＹＯＤ（Bring　YourYour　OwnOwn　Device）Device）

　「個人のスマートデバイス端末を持ち込む」という意味の略語です。

例：会社などで社員が個人で所有しているスマートデバイス（タブレット端末やスマートフォン、

ノートパソコンなど）の端末を、業務に使用する仕組み。

・エントリーモデル

　エントリーモデルとは、初心者向けに手軽に利用できる形などのことです。

問問　コロナの感染拡大の影響で、運動会などの学校行
事が計画的に行えないことで発生した予算の残額につ
いては、できるだけ不用額とせず、学校との細かい調
整により、十分な感染対策が行われるよう、弾力的な
運用を図るべきと思いますが、市の見解を伺います。
　また、家庭内でコロナの感染者や濃厚接触者が出た
場合に、休業を余儀なくされた保護者を支援する「小
学校休業等対応助成金・支援金」について、市として
学校や保育園、市内事業者等への制度の周知を広く行
うべきではないですか。
答答　コロナの感染拡大の影響で生じた予算の残額につ
いては、学校と協議し、適切な執行を図っています。

学校の感染症対策についても、予算が不足する学校が
ないよう、学校間で調整することも一定可能であるこ
とから、今後も学校がしっかりと感染症対策に取り組
めるように、必要な予算の執行に努めます。
また、「小学校休業等対応助成金・支援金」制度の
対象者は事業主ですが、今後は労働者の申請も可能と
なる予定であるため、関連部局と連携しながら、学校
や保育所等を通じて保護者へ周知を行います。事業主
については、既存の制度による有給休暇とは別の新た
な有給休暇を付与する必要があるため、経済関係団体
等を通じた周知を図り、労働者が仕事を休みやすい職
場環境づくりに向けた取組を進めていきます。

問問　市役所におけるＩＣＴ活用の取組として、テレ
ワークの導入について３月定例会で質問していました
が、現在までの進 はどのような状況ですか。また、
現在利用している、コミュニケーションツール、チー
ムズの使用環境にＢＹＯＤ活用を追加することで、課
題の解決が図れるのではないですか。さらに、小中学
校及び義務教育学校におけるＩＣＴ活用について、課
題と言われている「教職員のスキル」を高めるために、
エントリーモデルを提示することや、配置しているＩＣ 
Ｔ支援員などを柔軟に運用することで、オンライン授
業を実施できる学校を増やすことはできませんか。
答答　提案があった職員のテレワークの実施については、

９月から総務部等で先行的に実施し、セキュリティ対
策などの課題の検証を進めていきます。また、８月か
ら利用開始したチームズをＢＹＯＤとして使用すれば、
コミュニケーションツールのみならず、テレワークの
一つの手段として活用できる可能性もあり、対応可能
な業務の有無についての再精査に早急に取り組みます。
また、小中学校等でのオンライン授業を積極的に推
進し提供できるよう、提案があった、エントリーモデ
ルの活用やＩＣＴ支援員の勤務を臨時休業等の状況に
応じて弾力的に変更するなど柔軟に支援することで、
オンライン授業に不安を感じている教職員に対する技
術的サポートを充実させ、技能の向上を図ります。

問問　本市の２回目のワクチン接種率が９割に到達する
見通し並びに、妊婦の方がコロナウイルスに感染した
場合において、妊婦用病床が確保され、安心して出産
できる体制が整っているのか伺います。また、ワクチ
ン接種状況を見ながらの経済対策について、国全体の
ワクチン接種率が５割を超え、今後、接種状況により
社会活動を緩和していくことが検討されています。本
市として、国の動向に遅れることなく、人流を伴う経
済対策について、ポストコロナ社会を見据えて準備を
進めるべきと思いますが、市長の考えを伺います。
答答　全体人口約24万６千人に対する接種率は、１回目
が63.2％、２回目が52.1％という状況で、今後、国の

ワクチン供給に問題がなければ、本市のワクチン供給
量は、国のスケジュールどおり11月に８割、年内には
９割に到達する見込みです。また、コロナ陽性の妊婦
の病床については、佐世保市総合医療センターがその
役割を担い、出産まで安心して適切に医療を受ける環
境が確保されています。経済対策については、社会活
動再開のロードマップの公表を国が予定されており、
追加経済対策の補正予算も期待されるため、感染症対
策に気を緩めず、コロナ禍で失われた消費回復・活性
化のため、地域振興券も含めて検討を行うなど、ウィ
ズコロナの中、時期を逸することなく準備を進めます。

その他の質問　▼通学路の安全点検について



令和３年１ １ 月１日（９）

ＤＶ被害者に対する支援対策について
公明党　　 佐  藤 　 文  子 ［30分］

さ とう ふみ こ

「誰もが利用しやすい」
インクルーシブな公園について 自民党市民会議　　 草  津 　 俊  比  古 ［40分］

くさ つ とし ひ こ

指定管理者制度の在り方について
自民党市民会議　　 山口 　 裕  二 ［30分］

やまぐち ゆう じ

問問　本市のＤＶ被害等の相談・対応件数の推移につい
て伺います。
　また、ＤＶ被害者の一時避難先として県が管理する
シェルターが２か所閉鎖され、県北地区に避難先がな
いという実情から、ＤＶ被害者への支援について見直
す必要があります。加えて、被害者を公的支援につな
げる前の段階では、民間の協力が必要不可欠であると
考えます。早急に、県と市が避難先の確保や民間との
連携を構築するために情報収集を行い、市としては民
間支援や取組を検討していくべきではないですか。
答答　本市の女性相談室におけるＤＶ被害等の相談件数
については、平成30年度が146件、令和元年度は180件、

令和２年度が219件と増加傾向にあります。
また、ＤＶ被害者が公的な支援を受けるまでには、
時間を要する場合があり、行政では緊急時の柔軟な対
応に限界があることから、複雑な事情を抱えた被害者
の支援には、民間の協力が必要不可欠であると感じて
います。しかし、民間の団体が支援に関してどのよう
な問題を抱えているのか実態把握ができていないため、
情報収集や課題の把握を行い、民間団体への支援の在
り方についても、県との意見交換の場を早急につくり、
本市の役割について考えていきます。

問問　コロナ禍による指定管理施設の収支悪化に対する
市の協定見直しの現況やコロナ禍に係る影響額算定に
ついて、市としてどのように考えているのですか。
また、施設の安定的、継続的な運営を確保する上で、
食堂や直売所事業を含む「しかまち活性化施設」及び
「鹿町温泉施設」の臨時休館に伴い生じる損失について、
見直し後は市が全額負担することになると思いますが、
どのように対応しようとしているのですか。
答答　指定管理者との協定見直しについては、新型コロ
ナウイルス感染症による収支への影響を不可抗力によ
る事由と整理し、その損害や損失については、従来の
「指定管理者との協議による」としていたものを「市

が全額を負担する」ことなどに改め、本年４月１日か
ら適用することで、７月までに全62施設の変更協定の
締結を完了しています。影響額の算定については、各
施設における年度当初の収入及び支出の計画に着目し、
実績との収支差をもって算定することとしています。
鹿町温泉施設における利用者数の減少は避けられな
い状況であるため、市の統一した考えに基づき、コロ
ナ禍による損失額については、市が全額を負担するこ
ととしています。また、しかまち活性化施設において
も、指定管理者ひいては指定管理施設の安定的、継続
的な運営の観点から、指定管理料の算出根拠となる自
主事業の実績も加味して影響額の算定を行います。　

問問　「インクルーシブ」な公園とは、障がいを持たれ
た方もそうでない方も含め、誰もが利用しやすい公園
のことです。とても先進的な公園で、全国でも２か所
ほどしかありませんが、ここでは、子どもたちが自分
の座りやすいブランコを選べます。体を支える力が弱
くても、背もたれがついたものや、お皿のような形の
ものに寝転んで揺れを楽しむことができるのです。こ
れからの未来を担う子どもたちが、一緒に遊び、そし
て学ぶことができる、質の高いこのような公園の必要
性を考えていくことは重要です。そこで、全国に佐世
保をアピールする意味も含め、九十九島観光公園をイ
ンクルーシブな公園として整備してはどうですか。

答答　様々な子どもたちが一緒になって、遊んで学び、
触れ合い交流を持つことは、都市公園に求められてい
る新たなニーズだと捉えており、議員からの提案は、
共生社会の実現に資する、大変意義のあるものだと認
識しています。このように、誰もが利用しやすく、楽
しめるインクルーシブな視点は必要ですので、今後、
九十九島観光公園の本格活用に向け、遊具に限定をせ
ず、自由な発想によるアイデアを募集できるよう、民
間事業者の意向も伺いながら、プロジェクトチーム内
で検討していきたいと考えています。

その他の質問　▼本市のがん対策の現状と諸課題につい 
て▼佐世保市地域防災計画について

その他の質問　▼義務教育９年間を見通した教科担任制 
の在り方について

ＩＲ誘致における地元対策について
市民クラブ　　 古  家 　　 勉  ［30分］

こ が つとむ

問問　ＩＲ誘致における地元対策として、江上地区や東
部地域では、東部地区自治協議会連絡協議会（東部自
治連）を立ち上げ様々な協議を進めています。８月30
日に長崎県がカジノオーストリアインターナショナル
ジャパンをＩＲの設置運営事業予定者として選定しま
したが、今後、区域整備計画の作成、区域認定申請に
向けて、地元の合意形成は非常に重要となります。市
として地元対策をどのように進めていきますか。
答答　まずもって、東部地区自治協議会連絡協議会の皆
様には、日頃からＩＲ誘致に並々ならぬご協力を賜り、
感謝いたします。ＩＲ誘致においては、周辺の交通渋
滞や、治安の悪化など様々な心配や不安があるかと思

います。市としては、このような皆様の心配や不安を
解消することは、行政の責任として最も重要と考えて
いますので、しっかりと対応していきます。その上で、
ＩＲ候補地近隣の江上・針尾地区を中心とした東部地
域が、ＩＲによって「世界標準の国際都市」でありな
がら、さらには「日本一安全安心なまち」であること
を目指したいと考えています。「ＩＲが誘致されたこ
とで暮らしがよりよくなった」と感じてもらえるよう、
東部自治連の皆様との協議や意見交換会を行い、地域
の合意形成に向けた取組を進めていきます。

その他の質問　▼指方地区（小田新田）における、農地等
の冠水対策について



（１０）令和３年 １ １ 月１日

市北部地区における渋滞対策について
市民クラブ　　 山  下 　 隆  良  ［40分］

やま した たか よし

スズメバチ等駆除費補助制度の
創設について 自民党市民会議　　 橋  之  口 　 裕  太 ［30分］

はし の くち ゆう た

島瀬美術センター所蔵品を活用した
広域連携の取組について 市民クラブ　　 小  野  原 　 茂  ［40分］

お の はら しげる

問問　現在、県の事業で進められている春日瀬戸越線の
新設は、矢峰から瀬戸越交差点を結ぶ国道498号の慢性
的な渋滞の解消や、生活環境の改善、交通安全などの
効果が期待できます。そこで、本事業の進 状況につ
いて伺います。また、本事業の計画では、桜木町を中
心に家屋約70軒が立ち退きの対象となっており、その
中には、ペットを飼っている方や高齢者など様々な悩
みや不安、疑問を抱えた方がおられることから、事業
推進のために、やむなく立ち退きに協力される方々に
対しては、しっかりと寄り添い、真摯に向き合うため
にも、移転対象者の相談窓口を設置するべきではない
かと思いますが、いかがでしょうか。

答答　春日瀬戸越線については、今年度から本格的に事
業が進められており、道路の詳細設計や、移転対象家
屋などの物件調査を実施しています。今後はトンネル
の地質調査や設計、用地交渉に着手される予定です。
また、県においては、移転対象者の意向確認が重要
と認識されており、個別に移転希望地域などのヒアリ
ングを行いたいとのことです。相談窓口の設置につい
ては、事業主体である県北振興局建設部での対応に加
え、本市の土木部だけでなく、都市整備部などとも連
携しながら真摯に対応していきたいと考えています。

問問　島瀬美術センター収蔵品の活用について、デジタ
ルアーカイブ化に早期に取り組んでいただくとともに、
よりよい展示を行うために今後の広域連携の取組の展
望を伺います。また、周辺自治体との協業により、深
みのある展示と調査研究を同時に進めていくなど、広
域都市圏を含む近隣自治体との企画展を通じた連携に
関する市の考えを伺います。
答答　島瀬美術センター収蔵品のデジタルアーカイブ化
については、指定管理者により、ホームページリニュー
アルと併せ、整理された収蔵品の基礎情報の閲覧が可
能となるよう年度内をめどに作業を進めています。今
後の広域連携の取組としては、専門職員を採用したこ

とを踏まえ、島瀬美術センター及び職員の専門性向上
に取り組むとともに、様々なネットワークを通じて魅
力的な展覧会実施につなげていくことで、広域都市圏
の皆様へ還元されることを期待しているところです。
また、本市と近接した歴史文化、共通テーマに基づ
く収蔵品を有する近隣市町との取組として、特に平戸
市の松浦史料博物館と今後の共同企画展開催に向けて
準備を進めており、双方の収蔵品の歴史的、文化的関
連性を確認し、情報やストーリーをひもづけていく
「調査研究」の作業を伴うことから、さらなる地域資
源の発掘などにつながる施策を展開していきます。

問問　スズメバチ等による危害を防止し、市民生活の安
全を確保するため、駆除費の一部を補助することや、
迅速な課題解決のための担当部局の明確化など、現状
と今後の対応について伺います。
答答　ハチに関する市民からの問合せ件数は、その年の
気候等により異なりますが、毎年４月から10月にかけ
て150件程度の問合せを生活衛生課で受けています。ス
ズメバチの巣の駆除については、市が管理している公
園や街路樹、施設等の巣は、その所管課が管理者とし
て駆除に当たっていますが、個人の住宅や敷地内の場
合は、その所有者または管理者等で対応していただき
ます。所有者が判明しにくい場所での対応については、

生活衛生課が調整窓口となり、関係部局と連携を取り
ながら現地調査など現状把握を行った上で、迅速な解
決につながるよう対応を進めていきます。また、ハチ
の対処法や駆除に関する今後の広報に当たっては、
ホームページやＳＮＳなどに加え、広報誌などの情報
媒体を活用して、市民に分かりやすい情報発信に取り
組みます。さらに、駆除費用に対する補助制度につい
ては、県外においては補助を行っている自治体もある
ことから、市民の安全の確保なども考慮しながら、補
助制度やその他有効な手段について研究していきます。

その他の質問　▼市立学校校舎等の老朽化対策について

その他の質問　▼えぼしスポーツの里について▼市民農園
について

その他の質問　▼九十九島動植物園森きららのクラウド
ファンディングについて

・デジタルアーカイブ化

　芸術品などの文化資産や古文書などの知的資産をデジタル化し、データベースとして保存・公開等を

行う取組をいいます。

　データベースとして公開することにより、容易に検索ができ、ネットワークを通じ多くの方が閲覧で

きるようになるほか、新たな表現の実現や、資料の劣化・破損の防止なども期待されます。



令和３年１ １ 月１日（１１）

農政の振興策について
自民党市民会議　　 長  野 　 孝  道  ［40分］

なが の たか みち

問問　本市には県内で一番多くため池が存在しています
が、農業用はもとより、洪水防止、水源涵養、さらに
は多様な生物の生育場所など、多面的な役割を担う大
切な施設です。さきの新聞報道では、豪雨や地震等が
起きればため池の決壊は免れず、住民や住宅に被害が
出るおそれがあるため、防災工事が必要との判断がな
されたものが全国に少なくとも5,059か所あるとされま
した。しかし、ため池の対策は、河川や高潮等ほかの
水害に比べると、遅れているとのことです。国は防災
工事等の集中的かつ計画的な推進を図るよう法整備を
行いましたが、本市の対応はどうなっていますか。
答答　ため池は、個人の財産であり、施設の改修等は、

原則、管理者や所有者が行うものですが、防災重点農
業用ため池に指定されると、特別措置法に基づき、防
災工事や廃止工事を行う際には、地元の負担がなく行
える制度になっています。これは、令和12年度までの
制度ですので、市としても、管理者の方々の意向を踏
まえながら、事業を推進していきたいと考えています。
また、法の対象外となるため池については、今年度末
に完了する一斉点検調査の結果をもって、管理者等の
状況把握ができるため、決壊した場合に想定される危
険等を説明し、技術的な助言等を行っていきます。

その他の質問　▼地区自治協議会の活動について▼水道事
業について

・水源涵養（すいげんかんよう）

　雨や雪などの降水を土壌に浸透させ、河川へ水を供給することです。

　ため池にたたえられた水は、水田と同様、地下に浸透して、地下水の源となっています。そして、こ

の地下水は河川に還元され、河川の水量調節の働きもしています。

佐世保市役所本庁舎のリニューアル工事に伴い、議会事務局のフロアは、現在、本庁舎３階から６階

へ一時的に移転しています。

移転の期間は令和４年８月頃までを予定していますが、期間中は、市議会議員・議会事務局へのお問

合せや委員会傍聴の受付等の窓口は本庁舎６階で行っています。

また、委員会室・全員協議会室のフロアが４階から３階に移転しています。移転期間は令和４年２月

までを予定していますが、委員会室の位置等も変更されていますので、傍聴の際は「室名札」をご確認

ください。

なお、本会議場もリニューアル工事の対象となっていますが、定例会の際は工事を中断し、本会議を

行います。傍聴もこれまでと同じく４階にて受付を行います。



（１２）令和３年 １ １ 月１日


